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２．大阪市財政の現状と課題

（１）大阪市の実態

①急速に進む少子・高齢社会

６５歳以上の老年人口比率の推移 一般世帯に占める高齢単身者の割合

大阪市では、少子・高齢社会が進み、老年人口比率が２０％を超え、また、

独り暮らし老人の割合は全国平均をはるかに上回っています。一方、１５

歳未満の年少人口比率は、全国を下回っています。

区分 ３５
（１９６０）

４０
（１９６５）

４５
（１９７０）

５０
（１９７５）

５５
（１９８０）

６０
（１９８５）

２
（１９９０）

７
（１９９５）

１２
（２０００）

１７
（２００５）

大阪市 ３．８ ４．６ ５．９ ７．５ ９．２１０．３１１．７１４．１１７．１２０．１

大阪府 ４．３ ４．６ ５．２ ６．０ ７．２ ８．３ ９．７１１．９１４．９１８．５

指定都市 ４．２ ４．８ ５．５ ６．５ ７．８ ８．８１０．２１２．３１５．１１７．９

全 国 ５．７ ６．３ ７．１ ７．９ ９．１１０．３１２．０１４．５１７．３２０．１

区分 ４５
（１９７０）

５０
（１９７５）

５５
（１９８０）

６０
（１９８５）

２
（１９９０）

７
（１９９５）

１２
（２０００）

１７
（２００５）

大阪市 １．７ ２．７ ４．０ ５．０ ６．２ ７．６ ９．５１２．０

大阪府 １．２ １．８ ２．６ ３．４ ４．４ ５．６ ７．４ ９．５

指定都市 １．４ １．９ ２．６ ３．３ ４．２ ５．２ ６．９ ８．２

全 国 １．４ １．９ ２．４ ３．１ ４．０ ５．０ ６．５ ７．９

％
２２．０

全国

大阪市

大阪府

指定都市

２１．０

２０．０

１９．０

１８．０

１７．０

１６．０

１５．０

１４．０

１３．０

１２．０

１１．０

１０．０

９．０

８．０

７．０

６．０

５．０

４．０

３５ ４０ ４５ ５０ ５５ ６０ ２ ７ １２１７年度
（１９６０）（１９６５）（１９７０）（１９７５）（１９８０）（１９８５）（１９９０）（１９９５）（２０００）（２００５）

％
１４．０

大阪市

大阪府

指定都市

全国

１３．０

１２．０

１１．０

１０．０

９．０

８．０

７．０

６．０

５．０

４．０

３．０

２．０

１．０

４５ ５０ ５５ ６０ ２ ７ １２ １７年度
（１９７０）（１９７５）（１９８０）（１９８５）（１９９０）（１９９５）（２０００）（２００５）

～～

（注）一般世帯は、寮・病院・社会施設等入所者
（施設等の世帯）を除く世帯である。

（単位：％） （単位：％）

資料：国勢調査
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－介護給付実績の比較－

（注）１．上段（ ）は、夜間人口１万人当たりの件数である。

２．介護保険事業状況（平成１８年度（２００６））厚生労働省報告ベース

１５歳未満の年少人口比率の推移

全国 １３．７
大阪府 １３．７
指定都市 １３．２
大阪市 １２．０

大阪市 横浜市 名古屋市

訪問介護
（２，２３４件）
５８７，１７８件

（１，３２４件）
４７４，０１０件

（１，２１５件）
２６９，１０７件

特別養護老人ホーム
（３８２件）

１００，３９１件
（２７９件）
９９，７０８件

（２９４件）
６５，１７４件

介護老人保健施設
（２４９件）
６５，４３１件

（２１６件）
７７，４０１件

（２９１件）
６４，３６３件

（参考）夜間人口（平成１７年（２００５）国勢調査） ２，６２８，８１１人 ３，５７９，６２８人 ２，２１５，０６２人

区 分 ３５
（１９６０）

４０
（１９６５）

４５
（１９７０）

５０
（１９７５）

５５
（１９８０）

６０
（１９８５）

２
（１９９０）

７
（１９９５）

１２
（２０００）

１７
（２００５）

大阪市 ２４．９ ２１．９ ２１．７ ２２．１ ２０．５ １８．１ １５．１ １３．５ １２．６ １２．０

大阪府 ２５．６ ２２．９ ２３．９ ２５．６ ２４．４ ２１．３ １７．２ １５．０ １４．２ １３．７

指定都市 ２２．５ ２２．４ ２２．５ ２３．６ ２２．６ ２０．４ １７．２ １５．０ １３．７ １３．２

全 国 ３０．０ ２５．６ ２３．９ ２４．３ ２３．５ ２１．５ １８．２ １５．９ １４．６ １３．７

％
３５．０

全国

大阪府

指定都市 大阪市

３０．０

２５．０

２０．０

１５．０

１０．０

３５ ４０ ４５ ５０ ５５ ６０ ２ ７ １２ １７年度
（１９６０）（１９６５）（１９７０）（１９７５）（１９８０）（１９８５）（１９９０）（１９９５）（２０００）（２００５）

～～

（単位：％）

資料：国勢調査
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②早くから整備された都市施設

社会資本のストックの経年変化（成熟度）

大阪市では、高密度な人口集中や経済活動の集積などに対処するため、

早くから都市基盤と生活環境の整備を進めてきており、こうした諸施設

が順次更新時期を迎えつつあります。

％
１００

７５．８

４７．７ ４７．８

６３．３

５２．７
５７．４

７４．３

８７．１
大 阪 市

指定都市

そ の 他
市 町 村

８０

６０

４０

２０

０
港
湾
外
か
く
施
設
延
長

港
湾
け
い
留
施
設
延
長

市

道

舗

装

延

長

永
久
橋
延
長
（
市
道
分
）

公
共
下
水
道
排
水
面
積

鉄
筋
小
・
中
学
校
校
舎
面
積

鉄
筋
高
等
学
校
校
舎
面
積

（参考）
人
口
集
中
地
区
面
積

４０国調（１９６５）
１７国調（２００５）

（昭和３９年
（１９６４）

度末施設量／平成１８年度
（２００６）

末施設量）

（注）１．ここでの「指定都市」とは、昭和３９年（１９６４）当時の大阪市以外の指定都市である

横浜市、名古屋市、京都市、神戸市及び北九州市の合計である。

２．鉄筋小・中、高等学校校舎面積は、昭和４２年度（１９６７）末施設量／平成１８年（２００６）

５月１日現在施設量である。

資料：公共施設状況調による。
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－主な都市施設の大都市比較－

大阪市 横浜市 名古屋市 京都市 神戸市 備 考

地 下 鉄
（km）

営 業 キ ロ
１２９．９ ５３．４ ８９．１ ３１．２ ３０．６

２０．３．３１
（２００８）

下 水 道

（千人）

処理区域内人口
２，６３２ ３，５９９ ２，１８７ １，４１６ １，５０４

１９．３．３１
（２００７）（％）

普及率
� �
�処理区域 行政区域�
� �
�内人口 内人口�
� �

１００．０ ９９．７ ９８．３ ９８．９ ９８．５

ごみ処理施設

（千ｔ）

年 間 当 り

処 理 量

（生ごみ）

１，６５０ ９４９ ６９９ ５４０ ６３７

１９．４．１
（２００７）

焼却率はいず

れも１００％

都 市 公 園

� �
�国営・道府県�
� �
�営公園を含む�
� �

（ha）

公 園 面 積
９２８ １，６７６ １，５２５ ６８０ ２，５３０

１９．４．１
（２００７）

（㎡）

市 民 １ 人

当 た り 面 積

３．５ ４．６ ６．９ ４．６ １６．６

市 営 住 宅
（戸）

管 理 戸 数
１０３，４３０ ３１，０６６ ６２，９８１ ２３，５８１ ５４，７２０

「都市整備局」

調

１９．３．３１
（２００７）

資料：下水道、ごみ処理施設、都市公園については「２０年度（２００８）版大都市財政の実態に即応する財源の

拡充についての要望（指定都市）」による。

地下鉄については、各市ホームページによる。
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③大阪経済の現状

大阪市経済の全国シェアの推移

－大阪市内製造業の工場数－

大阪経済は、新しい産業への転換が遅れ、企業の業務中枢機能の東京一

極集中や、生産部門の地方・海外への移転などにより、経済機能が低下

しており、非常に厳しい状況にあります。

■■昭和５０年
（１９７５）

■■ 最近時

銀行貸出残高 卸売業販売額 製造品出荷額等 内国普通法人数
（資本金１０億円以上）

昭和５０年
（１９７５） １４．４ １６．４ ３．８ １２．４

最近時 ６．７ １０．１ １．４ ７．９

（年次） 平成１９年
（２００７）

平成１６年
（２００４）

平成１７年
（２００５）

平成１７年
（２００５）

銀 行 貸 出 残 高

卸 売 業 販 売 額

製 造 品 出 荷 額 等

内 国 普 通 法 人 数
（資本金１０億円以上）

０．０ ５．０ １０．０ １５．０ ２０．０％

箇所数
４０，０００ ３５，４９９ ３５，８０６

２８，３９２
２３，０４１

１６，９２３

３５，０００

３０，０００

２５，０００

２０，０００

１５，０００

１０，０００

５，０００

０
５０ ６０ ７ １２ １７

（１９７５） （１９８５） （１９９５） （２０００） （２００５）

資料：銀行貸出残高…全国銀行協会「金融」
卸売業販売額…経済産業省「商業統計表」
製造品出荷額等…経済産業省「工業統計表」
内国普通法人数…国税庁「国税庁統計年報書」、大阪国税局「大阪国税局統計書」

年度

資料：経済産業省「工業統計表」
大阪市計画調整局「工業統計調査」
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